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【はじめに】

　当職は、これまで 40 年以上にわたり、事業用ビル賃貸借のトラブル防止・ト

ラブル解決法の講演を重ねてきた。

　これまでの講演の集大成として、「事業用ビル賃貸借の退去・精算のトラブ

ル予防と解決法」としてまとめ、出版させて頂くことにした。

　本書を執筆するにあたり、以下の点に重きを置いている。

1．不動産の賃貸実務に携わる現場の担当者の立場で作成した。

2�．あまり刊行されていない事業用ビル賃貸借の退去・精算に限定して解説

させて頂くことにした。

3�．トラブル予防法とトラブルが起きた場合の対処法をわかりやすくQ＆A

方式により解説する。

4�．賃貸借契約等に関する民法（債権法）の改正が 2017 年（平成 29 年）に成

立し、2020 年 4 月から施行されており、なるべく民法改正についても、実

務家にわかりやすく解説した。

5�．読者が使用している現在の事業用ビル賃貸借契約書を今後の改定するた

めの参考として利用できるよう、モデル契約の案文も示すこととした。

6．貸主・借主倒産時の処理のようにプロの方にも役立つ解説にしている。

　なお、本書はQ＆A方式で各設問のみ拾い読みしても理解できるようにして

いる。そのため、同じ説明や判例が各設問で重複しているところもあるので、

ご了解いただきたい。

　この本が、事業用ビルのオーナー、管理会社、仲介業者、テナントに広く役

に立つことを希望している。
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� 弁護士法人 立川・及川・野竹法律事務所

� 弁護士　立川 正雄
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